
ア　結果書名

イ　発行機関

□有

■無

１　調査名 平成27年度建築確認実績調査

□基幹統計調査　□一般統計調査　□地方公共団体が行う統計調査　■業務統計　□その他

２　実施機関名 （国等の機関）国土交通省住宅局建築指導課

（担当部課及び担当）都市計画局建築指導部建築企画課

３　目的 ア　調査目的

イ　調査内容 □意識調査　　■実態調査

建築基準法第16条及び平成13年３月19日付国土交通省住指第233号に基づき、特定行政庁が国土交
通大臣あて報告し、国における市街地建築行政を行う上での基礎資料として活用するため。
（通称「特殊建築物に関する調査」）

４　調査対象 (１)調査対象の範囲 大阪市内における
①特殊建築物、一定規模以上の建築物(建築基準法第６条第１項第１～３号）
②１～３号建築物以外の建築物で木造２階建て等の小規模建築物（建築基準法第１項第４号）

(２)地域的範囲 ■全市　□市の一部区域　□その他（　　　　　　　　　　）

(３)客体数 ア　－ イ　抽出率　－

６　調査頻度
□新規　■継続（開始年次・年度：　　　　　　　　　　　）

(１)調査の周期 □１回限り　□月　■四半期　□半年　□１年　□2年

□3年　□5年　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

５　調査方法
(１)選定方法 ■全数　□無作為抽出　□有意抽出

(２)選定に使用する名簿等 －

７　調査期日又は期間
４～６月、７～９月、10～12月、１～３月

８　調査の実施期間
翌月15日（７月、10月、１月、４月）

９　調査票
(１)配布・回収の方法 □郵送等　□調査員　□インターネット　■その他（　調査票を要しない　）

(２)記入の方法 □報告者　□調査員　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

10　調査系統 国→府→市

11　主な調査事項 建築確認等申請件数、建築確認済証交付件数、構造計算適合性判定を要する物件数

12　公表
□公表　■非公表　□一部公表　□公表予定

(１)期日 －

(２)方法 －

－
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